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茨城県内
1日	 	JRグループ6社と自治体など地域が観光振興に取

組む国内最大規模の誘客キャンペーン「茨城	
デスティネーションキャンペーン（DC）」が開始
（～12月31日）、「体験王国いばらき」をキャッチ
コピーに250の特別企画などを実施、茨城県での
DC開催は2002年以来21年振り

1日	 	茨城県は、県北地域に整備を進める長距離遊歩
道「茨城県北ロングトレイル」の名称を「常陸
国ロングトレイル」に変更、13日　県はヨルダ
ントレイル協会とパートナーシップ協定を締結、
協定内容は相互プロモーションやインバウンド
誘客に関する情報交換

3日	 	茨城県人事委員会は、県職員の月例給とボーナ
スを引上げることを勧告、引上げ額は月例給の
平均が3,366円（0.90％）、ボーナスが0.10か月分
（年4.40月→4.50月）で、ともに２年連続の引き
上げ

13日	 	関東農政局によれば、茨城県の2023年産水稲の
作付面積は74,300haと前年に比べ▲700haの減
少、作柄の良否を表す作況指数（9月25日現在）
は102で「やや良」

26日	 	茨城県は、茨城空港における航空便運航ルール
の弾力化を正式に決定。10月29日から、「民航機
の1時間当たりの着陸便数に関し、当面1便を基
本とする運用については、これまでの運用状況
等を踏まえ、空港の運用に支障がない範囲で、
弾力的に受け入れる」、「国際線ビジネスジェッ
トについては弾力的に受け入れる」とする運用
を開始

30日	 	茨城県は、2024年度「予算要求の基本方針」を
公表、一般行政費等の要求限度額は23年度当初
予算と同額以内とする一方で、義務的経費等や
公共事業費は所要額を認めるほか、18年度に開
始の重要施策に要求上限を設けない「新しい茨
城づくり特別枠」は7年連続で継続

31日	 	古河市は、神奈川県鎌倉市と「文化・観光交流
協定」を締結、協定内容は歴史的関わりや文化
を通じた交流促進、観光振興の施策推進、市民
の交流促進、交流にあたっての民間活力を誘導
する取組に関すること

31日	 	茨城労働局によれば、2024年3月に卒業予定の県
内高校生の就職内定率（23年9月末現在）は
65.9％と前年同期に比べ＋0.3ポイントの上昇、
求人倍率は3.02倍と同＋0.37ポイントの上昇

国内・国外
2日	 	日本銀行「短観－2023年9月－」によれば、大企

業製造業の業況判断DIは9と6月調査に比べ＋4	
ポイントの改善、非製造業は27と同＋4Pの改善。
企業の物価見通し（全規模全産業、前年比）は、
1年後＋2.5％（6月比▲0.1P）

5日	 	世界貿易機関（WTO）によれば、2023年の世界
のモノの貿易量予測は前年に比べ＋0.8％（22年
＜同＋3.0％＞比▲2.2P）、24年は同＋3.3％

10日	 	財務省によれば、2023年8月の経常収支は、2兆
2,797億円と前年に比べ1兆6,050億円黒字幅が拡
大。貿易収支は▲7,495億円と同1兆7,113億円赤
字幅が縮小

10日	 	国際通貨基金（IMF）によれば、世界経済成長率
見通しは2023年3.0％（7月見通し比横ばい）、24年
2.9％（同▲0.1P）、日本は23年2.0％ (同＋0.6P)、
24年1.0％ (同横ばい)

20日	 	厚生労働省によれば、2020年3月卒業の新規大卒
就職者の3年以内離職率は32.3％と前年に比べ	
＋0.8Pの上昇、同高卒就職者は37.0％と同＋1.1P
の上昇

26日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、政策金利を4.50％、
中央銀行預金金利を4.00％に11会合振りに据え
置くことを決定

26日	 	米商務省によれば、2023年7～9月期の実質国内
総生産（季節調整済み）は前期比年率で4.9%と	
5四半期連続のプラス成長（4～6月期同＋2.1%）

30日	 	内閣府は、10月の月例経済報告で、わが国の景気
は、「緩やかに回復している」と判断を据え置き

31日	 	EU統計局によれば、2023年7～9月期の実質国内
総生産（季節調整済み）は前期比年率で▲0.4%
と3四半期振りのマイナス成長（4～6月期同	
＋0.6%）

31日	 	日本銀行は、現在の金融緩和政策を維持しなが
らもイールドカーブ・コントロールの運用のさ
らなる柔軟化を決定。長期金利の上限は「1.0％
を目途」に変更（従来：変動幅は「±0.5％程度」
を目途）。実質GDP成長率見通し（中央値）は、
2023年度2.0％（7月見通し比＋0.7P）、24年度1.0％
（同▲0.2P）、25年度1.0％（同横ばい）、消費者物
価見通し（同、除く生鮮食品）は、23年度前年
比2.8％（同＋0.3P）、24年度2.8％（同＋0.9P）、
25年度1.7％（同＋0.1P）

経済トピックス　2023年10月 経済情報ピックアップ
日本銀行「生活意識に関するアンケート調査」の結果について

経済情報ピックアップ

日本銀行は、10月13日に「生活意識に関するアンケー
ト調査」の結果を公表しました。日本銀行では、生活者
の意識や行動を大まかに把握するため、1993年以降、四
半期ごとに全国の満20歳以上の個人を対象に同調査を実
施しています。以下では、そのポイントを説明します。
まず、1年前と比べた「現在の暮らし向き」についての回
答をみると、暮らし向きDI（「ゆとりが出てきた」の回答割
合－「ゆとりがなくなってきた」の回答割合）は▲54.3％ポ
イント（以下、P）とこのところ悪化傾向にあり、2009年12
月調査（▲56.1P）以来の低い水準となっています（図表1）。
また、1年前と比べた「支出」についての回答をみると、
支出DI（「増えた」－「減った」）は47.3Pと2023年3月、6月
調査につけたピーク（47.5P）付近で高止まりしています。
こうした背景の一つとして、足もとの物価上昇による
支出金額の増加が生活者の暮らし向きに影響しているこ
とが考えられます。
次に、「物価に対する実感」の回答をみると、1年前に比
べて「上がった」（「かなり上がった」と「少し上がった」の合
計）と回答した割合は95.5％と9割台半ばとなっています。
また、1年前に比べて現在の物価が何％程度変化した
かについては、平均値で＋15.0％、中央値で＋10.0％と
高い伸び率となっています（図表2）。
9月の消費者物価上昇率は全体で前年比＋3％の上昇と
なっていますが、消費者の購入する頻度が高い品目であ
る食料品で同＋9.0％、ガソリンで同＋8.7％上昇するな
ど、消費者が実際に“体感する”物価は1割近く上昇してい
ることになります。

そして、物価の先行きについての回答をみると、1年
後の物価は現在と比べて「上がる」（「かなり上がる」と「少
し上がる」の合計）は86.8％、5年後の物価は80.7％で「上
がる」と回答しています。
また、1年後の物価上昇率は平均値で＋10.7％、中央
値で＋10.0％、5年後は平均値で＋8.0％、中央値で＋5.0％
と先行きの物価が上昇するとみています。
また、日本銀行の「全国企業短期経済観測調査」におけ
る企業の物価全般の見通しについても、1年後で前年比
＋2.5％、5年後で同＋2.1％となっており、国民や企業に
よる先行き予想物価上昇率（インフレ期待）が高まってい
ます。
わが国ではこれまでの長期にわたる低成長やデフレの
経験などから家計や企業の中長期的なインフレ期待は低
位で推移してきましたが、足もとの物価上昇がインフレ
期待の上昇をもたらしてきており、企業の賃金・価格設
定行動には変化の兆しがみられています。
しかし、足もとでは物価上昇率が賃金上昇率を上回っ
ており、名目賃金から物価変動の影響を除いた実質賃金
は減少が続いています。日本銀行が掲げる2％の物価安
定目標を持続的・安定的に達成するには、賃金の上昇を
伴う物価上昇が求められています。
こうした中、賃上げが来年以降も続けば、賃金と物価
の好循環が強まっていくため、来年の春闘の結果に注目
が集まっています。

（筑波総研　主任研究員　山田　浩司）

図表1　暮らし向きDI 図表2　国民が予想する物価上昇率（平均値）

出所：日本銀行「生活意識に関するアンケート調査」
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